
（別添資料１） 

 

 

 

 

 

山形市役所前バス待合所 

リノベーション事業 

 

要求水準書 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年８月１９日 
 
 

山 形 市



 

 

 

目 次 

第１ 総則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

１ 本書の位置付け・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

２ 本事業の目的・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

３ 事業方式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

４ 事業範囲・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

５ 要求水準の変更・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１ 

６ 著作権・特許権等の使用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

第２ 基本要件・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

１ 整備場所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

２ 各種申請及び手続等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

３ 性能規定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

４ 本事業のスケジュール・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

５ 遵守すべき法制度等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

６ 個人情報の保護及び秘密の保持・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

第３ 本事業に係る基本的な要求水準・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

１ 施設概要(施設内容)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

第４ 各業務に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

１ 共通事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

２ 設計業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

３ 建設業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

 

 

 

 

 

〇 資料一覧 

資料番号 資料名称 

資料１ 位置図 

資料２ 現況写真 

資料３ バス待合所建設工事完成図面※ 

※ 建設工事完成図面については、山形市企画調整部公共交通課にて閲覧可能。これら資料の 

閲覧を希望する者は、募集要項を確認し申込みを行うこと。 

 



 

1 

第１ 総則 

１ 本書の位置付け 

本書は、山形市（以下、「市」という。）が「山形市役所前バス待合所リノベーション事業」

（以下、「本事業」という。）を実施するにあたり、民間事業者を公募型プロポーザル方式によ

り募集及び選定するため、本事業に参加を希望する事業者に提示する「募集要項」と一体のも

のであり、本事業において市が要求する施設整備水準（以下、「要求水準」という。）を示し、

募集に参加する応募者の提案に具体的な指針を示すものである。 

応募者は、要求水準を満たす限りにおいて、本事業に関し自由に提案を行うことができるも

のとする。また、市は要求水準を事業者選定の過程における審査条件として用いる。このため、

審査時点において要求水準を満たさないことが明らかな提案については、失格とする。 

さらに、事業者は、本事業の事業期間にわたって要求水準を満たさないことが確認された場

合は、設計建設工事請負契約に基づき措置するものとする。 

２ 本事業の目的 

本事業は、バスの待合環境を改善しバス利用者の利便性向上を図るとともに、まちなかの滞

在空間を創出し回遊性の高いまちづくりを推進するため、山形市役所前バス待合所のリノベー

ションを行うことを目的とする。 

３ 事業方式 

本事業は、民間の経営能力及び技術的能力を活用し、事業者が公共の資金で本施設の設計・

建設を一括で行うＤＢ方式（Design Build）により実施する。 

４ 事業範囲 

本事業を実施する民間事業者（以下、「選定事業者」という。）が行う業務範囲は次のとおり

である。 

⑴ 設計業務 

  ① 事前調査業務 

  ② 建築設計業務 

  ③ 各種申請等業務 

⑵ 建設業務 

  ① 建設工事業務 

  ② 工事監理業務 

５ 要求水準の変更 

⑴ 要求水準の変更事由 

市は、下記の事由により、事業期間中に要求水準を変更する場合がある。 

① 法令等の変更により、業務内容が著しく変更されるとき。 

② 災害・事故等により、特別な業務内容が常時必要なとき、又は業務内容が著しく変更さ

れるとき。 

③ その他、業務内容の変更が特に必要と認められるとき。 

⑵ 要求水準の変更手続 

市は、要求水準を変更する場合、事前に事業者に通知する。要求水準の変更に伴い、設計

建設工事請負契約書に基づく選定事業者に支払う対価を含め事業契約書の変更が必要とな

る場合、必要な契約変更を行うものとする。 
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６ 著作権・特許権等の使用 

⑴ 著作権 

市が示した提出書類の著作権は市に帰属し、提出書類の著作権は応募者に帰属する。ただ

し、本事業において公表等が必要と認めるときには、市は提出書類の全部又は一部を使用で

きるものとする。 

なお、応募者の提出書類については返却しない。 

⑵ 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保

護される第三者の権利（以下、「特許権等」という。）の対象となっている工事材料、施工方

法等を使用する場合は、その使用に関する一切の責任を応募者が負担する。ただし、市が指

定した工事材料、施工方法等で、仕様書等に特許権等の対象である旨が明記されておらず、

応募者が特許権等の対象であることを知らなかった場合には、市が責任負担する。 

 

第２ 基本要件 

１ 整備場所 

⑴ 所  在：山形市旅篭町二丁目３番２５号 

⑵ 施設名称：山形市役所前バス待合所 

⑶ 整備箇所：建物全体 

２ 各種申請及び手続等 

選定事業者は、設計業務及び建設業務に必要な一切の申請及び手続を行うこと。 

３ 性能規定 

本書は、要求水準を規定するものである。 

応募者は、本書に具体的な特記仕様のある内容については、これを遵守して提案を行い、本

書に具体的な特記仕様のない内容については、創意工夫を発揮した提案を行うこと。 

４ 本事業のスケジュール 

事業のスケジュール（予定）は以下のとおりである。 

設計建設工事請負契約の締結 令和６年１０月 

設計・建設期間 令和６年１０月～令和７年３月 

施設引渡し・供用開始 令和７年３月 

なお、工事目的物の引渡しは令和７年３月３１日とし、それまでの運用経費は本工事に含め 

るものとする。 

５ 遵守すべき法制度等 

本事業を実施するにあたって、選定事業者は関連する最新版の各種法令（施行令及び施行規

則等を含む）、条例、規則、要綱、基準、指針等を遵守すること。 

なお、以下に本事業に関する主な関係法令等を示す。 

⑴ 法令 

① 地方自治法 

② 建築基準法 

③ 都市計画法 

④ 景観法 

⑤ 消防法 
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⑥ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー新法） 

⑦ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（ビル管法） 

⑧ 公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法） 

⑨ 地球温暖化対策の推進に関する法律 

⑩ エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネルギー法） 

⑪ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法） 

⑫ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法） 

⑬ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法） 

⑭ 資源の有効な利用の促進に関する法律（ラージリサイクル法） 

⑮ 官公庁施設の建設等に関する法律 

⑯ 建築士法 

⑰ 建設業法 

⑱ 電気事業法 

⑲ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

⑳ 騒音規制法 

㉑ 振動規制法 

㉒ 水質汚濁防止法 

㉓ 土壌汚染対策法 

㉔ 大気汚染防止法 

㉕ 悪臭防止法 

㉖ 労働基準法 

㉗ 労働安全衛生法 

㉘ 警備業法 

㉙ 個人情報の保護に関する法律 

㉚ 公共建築物における木材の利用の促進に関する法律 

㉛ その他、本事業の実施にあたり関係する法令等 

⑵ 山形県及び山形市条例等 

① 美しい山形をつくる基本条例 

② 山形県生活環境の保全等に関する条例 

③ 山形県建築基準条例及び山形市建築基準法施行細則 

④ 山形市情報公開条例 

⑤ 山形市中小企業振興条例 

⑥ 山形市行政手続条例 

⑦ 山形県みんなにやさしいまちづくり条例 

⑧ 山形県暴力団排除条例 

⑨ 山形市景観条例 

⑩ 山形市火災予防条例 

⑪ 山形市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例  

⑫ 山形市開発指導要綱 

⑶ 官庁営繕関係基準等（最新版） 

① 建築設計基準及び同解説（建設大臣官房官庁営繕部監修） 

② 建築構造設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修） 
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③ 建築鉄骨設計基準及び同解説（建設大臣官房官庁営繕部監修） 

④ 建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備課監修） 

⑤ 官庁施設の基本的性能基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑥ 官庁施設の基本的性能に関する技術基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑦ 官庁施設の基本的性能基準及び同技術基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑧ 官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑨ 官庁施設の環境保全性に関する基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑩ 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部） 

⑪ 建築工事設計図書作成基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑫ 公共建築工事積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑬ 公共建築数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑭ 公共建築設備数量積算基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑮ 公共建築工事標準仕様書（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑯ 建築工事標準詳細図（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑰ 公共建築設備工事標準図（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑱ 建築 CAD 図面作成要領（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑲ 建築工事内訳書作成要領（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

⑳ 営繕工事写真撮影要領（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

㉑ 日本建築学会諸基準 

⑷ 山形県及び山形市における設計基準・指針等 

① 山形県福祉のまちづくり整備マニュアル 

② 山形県みんなにやさしいまちづくり推進指針 

③ 山形市環境基本計画 

④ 山形市景観計画 

⑤ 山形市みどりの基本計画 

⑥ 山形市地球環境温暖化対策実行計画 

⑦ 山形市防犯カメラ等の設置及び運用に関する指針 

⑧ 山形市財務規則 

⑨ 山形市公共建築物等における木材の利用促進に関する基本方針 

６ 個人情報の保護及び秘密の保持 

⑴ 事業者は、業務を実施するにあたって知り得た個人情報を取り扱う場合については、漏洩、

滅失又は毀損の防止等、個人情報の適切な管理のために必要な措置を関連法令に準拠して講

じること。また、業務に従事する者又は従事していた者は、個人情報をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に利用してはならない。 

⑵ 事業者は、業務の実施において知り得た事項を第三者に漏らしてはならない。 
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第３ 本事業に係る基本的な要求水準 

１ 施設概要（施設内容） 

山形市役所前バス待合所をリノベーションすることにより、バスの待合環境の改善を図ると

ともに、この施設がバス利用者の待合の場としてだけでなく、まちなかの滞在空間や賑わい創

出の空間としても利用されるような提案を期待する。 

機能 要 求 水 準 

待
合
・
滞
在
機
能 

・建物内の案内所を撤去し、待合・滞在空間などに改修すること。 

・利用者が使いやすく居心地の良い空間となるよう内装を改修すること。 

・電源、照明、空調設備、防犯カメラその他必要となる設備を設置すること。 

・別途発注するバス待合所内のデジタルサイネージの位置等についても提案す

ること。 

・施設の出入口は、自動ドアとすること。 

・外壁の施設名称サインを改修すること。 

・現在設置されているベンチや証明写真機等の備品は撤去できるものとする。 

・採光、気温等の環境に配慮するとともに、シックハウス対策に配慮した計画

とすること。 

 

第４ 各業務に関する事項 

１ 共通事項 

本事業に関する全ての業務について、共通して配慮すべき事項は以下のとおりである。 

① 機能性への配慮 

・利用者にとって機能的かつ利便性の高い施設計画とすること。 

・施設管理者にとって維持管理しやすい施設計画とすること。 

・防音、気温等の室内環境に配慮するとともに、シックハウス対

策に配慮すること。 

② 安全性への配慮 

・工事期間においては、工事監理者、施工関係者等の安全の確保

を優先するとともに、周辺歩行者等に配慮した工事計画により

建設工事を実施すること。 

・災害及び事故が発生した場合には、人命の安全確保を優先する

とともに、二次災害の防止に努め、その経緯を市に報告するこ

と。 

・新機材及び新工法の採用にあたっては、信頼性を十分に検証す

ること。 

③ 環境への配慮 

・「官公施設の環境保全性に関する基準（グリーン庁舎基準）」の

水準を確保すること。 

・環境法令を遵守の上、そのほか公害苦情が発生しないように配

慮すること。 

・耐久性や省エネルギーに配慮した材料の活用により、施設のラ

イフサイクルコストの縮減を図ること。 
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２ 設計業務 

設計業務で留意すべき事項は以下のとおりである。 

業務区分 留意すべき事項 

① 事前調査業務 
・選定事業者は、自らの提案において必要となる現況調査を選定

事業者の責任において、必要な時期に適切に行うこと。 

② 建築設計業務 

・選定事業者は、業務の進捗状況及び関係機関との協議内容を市

に対して報告を行うとともに、各種許認可等の書類の写しを市

に提出すること。 

・選定事業者は、「公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気

設備工事編、機械設備工事編）」（国土交通省大臣官房官庁営繕

部）に準拠し、その他については日本建築学会制定の標準仕様

書を基準とし、業務を遂行すること。 

・選定事業者は、利用者等が安全かつ快適に利用できる配置を検

討すること。 

・市が議会や市民、近隣施設等に向けて設計内容について説明を

行う場合や補助金の申請を行う場合等、市の要請に応じて資料

作成を行い、必要に応じて説明に関する協力を行うこと。 

・選定事業者は、提案する施設に自身が規定する機能及び性能を

満たすための建築材料、建築設備等を適切に判断して設置する

こと。なお、これらの選定に当たっては、安全性、耐久性、メ

ンテナンス性、環境性能等に配慮すること。 

・選定事業者は実施設計完了時に、それぞれ選定事業者が本書に

記載されている要求水準及び選定事業者が提案書に記載した項

目が遵守されているかについて、市に報告及び説明を行うこ

と。 

③ 各種申請等業務 
・選定事業者は、施設整備に伴う各種申請の手続を事業スケジュ

ールに支障がないよう、適切な時期に実施すること。 

 

３ 建設業務 

建設業務に係る各業務において留意すべき事項は以下のとおりである。 

業務区分 留意すべき事項 

① 建設工事業務 

・選定事業者は、建設業務の着手までに、建設業務の実施体制、工

事工程等の内容を含んだ工事全体の「施工計画書」を作成し、市

の承諾を得ること。 

・選定事業者は、工事に当たる者が第三者に下請又は委託を行う場

合は、あらかじめ市に通知すること。 

・選定事業者は、着工に先立ち、施設管理者等に対して工事内容の

説明及び建設準備調査等を十分に行い、工事の円滑な進行と関係

者の理解及び安全を確保すること。 

・選定事業者は、来庁者又は職員、近隣住民等に支障がないように

安全を確保した工事計画で建設工事を実施すること。 
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・選定事業者は、本施設の工事において行う主要な検査及び試験、

隠蔽される部分の工事等が実施される時期について、事前にその

内容及び実施時期を市に通知すること。市は当該検査又は試験に

立会うことができるものとする。 

・選定事業者は、工事期間中、常に工事記録をとるとともに、適

宜、市に報告すること。 

・選定事業者は、市の監査等に関わる検査等の資料作成等に協力す

ること。 

・建設工事により発生する建設副産物については、関連する基準等

に基づき、適正な処理に努めること。 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル

法）に基づき、必要な事項を書面で市に報告すること。 

・選定事業者は、選定事業者による完了検査報告後に実施する、市

自らによる完成検査に立会い、協力すること。 

・選定事業者は、市が行う完成検査の結果、要求水準等の未達等に

より是正を求められた場合には、速やかに是正を行うこと。な

お、選定事業者は、市による完成検査後、是正・改善事項がない

場合は、市から完成確認通知を受けるものとする。 

② 工事監理業務 

・選定事業者は、工事監理の着手に際し、応募時の提案書類の詳細

説明及び協議を実施するとともに、工事監理業務の実施体制、ス

ケジュール等の内容を含んだ「工事監理業務計画書」を作成し、

市の承諾を得ること。 

・工事監理業務内容は、「四会連合協定 建築設計･監理等業務委託

契約約款」に示されている業務とする。 

・選定事業者は、工事監理者に工事監理を行わせ、工事監理の状況

について、記録をとるとともに、定期的に市に報告すること。 
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